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平成２４年度木津川市一般会計及び各特別会計歳入歳出 

決算並びに基金の運用状況審査意見について 

  

 

 地方自治法（以下「法」という。）第２３３条第２項の規定により、審査に付された平成２４年度

木津川市一般会計及び各特別会計歳入歳出決算書、事項別明細書、実質収支に関する調書並びに法第

２４１条第５項の規定による基金の運用状況を審査した結果について、次のとおり意見書を提出する。 
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平成２４年度木津川市一般会計及び各特別会計 

歳入歳出決算並びに基金の運用状況審査意見書 

 

１．審査の対象 

     一般会計歳入歳出決算 

      国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

      介護保険特別会計歳入歳出決算 

      後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

      簡易水道事業特別会計歳入歳出決算 

      公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 

      各財産区特別会計歳入歳出決算 

   各会計歳入歳出決算事項別明細書 

      各会計実質収支に関する調書 

      財産に関する調書 

      基金運用状況報告書 

 

 

２．審査の期間 

  平成２５年７月３０日から平成２５年８月７日 

 

 

３．審査の手続き 

  審査に付された各会計の歳入歳出決算書、事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する

調書及び基金運用状況報告書が、法令の規定により作成され、これらに記載された計数について、

各関係帳簿、証書類と照合するとともに、事業執行関係職員の説明を聴取し、計数の正確性及び予

算執行が適正かつ効果的に行われているかなどを審査の主眼とした。 

なお、審査に際し平成２４年度に実施した定例監査及び例月出納検査の結果を参考とした。 

 

 

４．審査の結果 

    各会計の歳入歳出決算書及び附属書類は、法令に準拠して作成され、審査した範囲において、そ

の計数は関係帳簿等と照合した結果、適正に表示、処理されていると認められる。 

  また、基金運用状況についても適正に表示、処理されていると認められる。 

 

 

【表記に関する注意事項】文中及び表中に用いる比率は、小数点以下第２位を四捨五入した。そのた

め構成比について、総計と内訳の計とが一致しない場合がある。「－」は、該当数値がないものであ

る。 
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５．決算の概要 

各会計の総括                               （単位：円、％） 

    区分

会計別 

予算現額 歳入決算額 対予算 歳出決算額 対予算 歳入歳出差引 

（Ａ） （Ｂ） (B/A） （Ｃ） (C/A） 額（Ｂ－Ｃ） 

一 般 会 計 27,438,082,000 26,874,920,771 97.9 26,244,798,357 95.7  630,122,414 

国民健康保険  6,632,301,000  6,652,003,954 100.3  6,561,151,492 98.9  90,852,462 

後期高齢者  594,994,000  597,082,279 100.4  590,889,802 99.3  6,192,477 

介 護 保 険  3,775,110,000 3,784,542,985 100.2 3,751,588,832 99.4  32,954,153 

簡 易 水 道  220,041,000  160,165,771 72.8  150,954,853 68.6  9,210,918 

公共下水道  2,543,321,000  2,366,351,510 93.0  2,337,122,501 91.9  29,229,009 

旧北村財産区  3,491,000  3,487,555 99.9  2,963,517 84.9  524,038 

旧加茂財産区  1,507,000  1,505,720 99.9  973,326 64.6  532,394 

旧瓶原財産区  8,114,000  8,113,923 100.0  7,432,020 91.6  681,903 

旧当尾財産区  5,910,000  5,908,271 100.0  4,872,527 82.4  1,035,744 

特別会計合計 13,784,789,000 13,579,161,968 98.5 13,407,948,870 97.3  171,213,098 

合 計 41,222,871,000 40,454,082,739 98.1 39,652,747,227 96.2  801,335,512 

前年度合計 37,643,328,000 37,281,300,146 99.0 36,380,611,527 96.6  900,688,619 

 

平成２４年度の一般会計と特別会計を合わせた決算規模は、 

予算現額４１２億２,２８７万１,０００円に対して歳入総額４０４億５,４０８万２，７３９円(対

前年度比８.５％増)、歳出総額３９６億５,２７４万７,２２７円(同比９.０％増)で歳入歳出差引額

(形式収支)８億１３３万５,５１２円(同比１１.０％減)となっている。 

この差引額には翌年度繰越額１億７，７７９万５,０００円が含まれているので、実質収支額は６

億２,３５４万５１２円である。 
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６．財政分析 

 

普通会計における主要財政分析指標の年度別推移は次のとおり。          （比率単位：％） 

区     分 ２４年度 ２３年度 ２２年度 類似団体（24年度） 

財政力指数（単年度） ０．６３１ ０．６４９ ０．６５５       ― 

財政力指数（3カ年平均） ０．６４５ ０．６６７ ０．６８６ ０．６５ 

経 常 収 支 比 率 ９２．９ ９１．４ ８９．２ ８９．６ 

公 債 費 比 率 １２．３ １２．２ １２．３    １１．１ 

起債制限比率（3カ年平均） ９．６ ９．２ ９．１   ― 

 

財政力指数 地方公共団体の財政力を示す指数(通常３年間の平均値)として用いられ、この指数が

「１」を超えるほど財源に余裕があり、財政が豊かであると言われている。 

経常収支比率 財政構造の弾力性を判断するための指標。この比率は、人件費、扶助費、公債費等

の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税等の経常一般財源がどれだけの割合で充当されて

いるかを表す。なお、概ね７０％～８０％の間が標準とされている。 

公債費比率 財政構造の弾力性を判断するための指標。地方税などの一般財源が、公債費にどれだ

けの割合で充当されているかを表す。比率が高いほど財政硬直化の要因となり、通常１０％を超え

ないことが望ましいとされている。 

起債制限比率 公債費の増大を抑制するため、２０％を超えた場合に、一定の事業に係る地方債の

発行が制限される。 

 

（参考）市債残高の推移                                            （単位：円） 

区    分  ２３年度末残高 ２４年度中増減額 ２４年度末現在高 

起債額 償還金 

１.普通債 17,419,636,657 2,365,300,000 1,878,403,987 17,906,532,670 

２.災害復旧債      17,296,125   6,700,000 3,002,876      20,993,249 

３.住民税等減税補てん債   1,144,417,066       ―   204,420,017    939,997,049 

４.臨時税収補てん債     108,513,170       ―    17,190,603     91,322,567 

５.臨時財政対策債  9,340,586,103 1,382,140,000 397,071,442 10,325,654,661 

合   計  28,030,449,121 3,754,140,000 2,500,088,925  29,284,500,196 

 

一般会計における市債残高は２９２億８,４５０万１９６円(対前年度比４.５％増)である。 

起債額は、２０億４,０３８万６,０００円（対前年度比１１９％増）であり、その主たるものが教

育債１９億８３０万円である。 

公債費比率も微増している。引き続き事業選択による新発債の発行を抑制し、市債残高の縮減を図

ることが重要である。 
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７．各会計の決算状況 

 

一般会計 

 

（１）決算収支状況 

  平成２４年度の決算額は、 

歳入 ２６８億７,４９２万７７１円(予算対比９７.９％) 

歳出 ２６２億２,４７９万８,３５７円(同９５.６％) 

 

前年度に比べると 

歳入 ２４億２,２９４万７,２１７円(９.９％)の増 

歳出 ２４億１,３６４万１,６４８円(１０.１％)の増 

 

形式的収支は６億３,０１２万２,４１４円 

翌年度繰越財源１億６，４２２万７,０００円を除いた実質収支額は４億６,５８９万５,４１４円

の黒字となっている。 

 

決算収支対前年度比較表                          (単位：円・％) 

 区    分 平成24年度 平成23年度 増減額(24-23) 増減率 

予 算 現 額 27,438,082,000 24,852,968,000 2,585,114,000 10.４ 

歳 入 額 26,874,920,771 24,451,973,554 2,422,947,217 9.9 

歳 出 額 26,224,798,357 23,831,156,709 2,413,641,648 10.1 

形 式 的 収 支 630,122,414 620,816,845 9,305,569 1.5 

翌年度繰越財源 164,227,000 205,867,000 △ 41,640,000 △ 20.2 

実 質 収 支 465,895,414 414,949,845 50,945,569 12.3 

 

（２）歳入 

歳入決算額は、前年度に比べ２４億２,２９４万７,２１７円(９.９％)増加している。 

款別の歳入総額に占める割合（構成比率）が大きいものは、市税(３２.３％)、地方交付税（２２．

１％）、市債(１４.０％)、国庫支出金(１３.７％)である。 

前年度と比べ、収入済額の増加した款及び増加額(前年度比増加率)は、地方交付税２億４５３万７,

０００円(３.６％)、使用料及び手数料３,０４４万２,５４２円(７.０％)、 国庫支出金６億１，９

４２万８７２円(２０.２％)、市債２０億４,０３８万６,０００円(１１９.１％)である。 

一方、収入済額の減少した款及び減少額(前年度比減少率)は、市税1億１,５２０万１,９６８円(１.

３％)、分担金及び負担金４，６８０万１，５１９円(８.３％)、府支出金４，３９３万１,４５８円(２.

９％)である。 

 

歳入のうち市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄付金、繰入金等の自主財源

は１０９億４,４０３万７,０２８円で、歳入総額の４０．７％(前年度４６.１％)である。 
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歳入内訳の推移                                           （単位：円・％） 

        年度別  

款 別 

平成２４年度 平成２３年度 前年度との比較 

収入済額（Ａ） 比率 収入済額（Ｂ） 比率 増減額（Ａ－Ｂ） 増減率 

市 税 8,676,374,383 32.3 8,791,576,351 36.0 △ 115,201,968 △ 1.3 

地 方 譲 与 税 203,763,000 0.8 202,887,000 0.8 876,000 0.4 

利 子 割 交 付 金 35,267,000 0.1 38,373,000 0.2 △ 3,106,000 △ 8.1 

配 当 割 交 付 金 27,507,000 0.1 25,936,000 0.1 1,571,000 6.1 

株式等譲渡所得割交付金 6,779,000 0.0 5,982,000 0.0 797,000  13.3 

地 方 消 費 税 交 付 金 540,709,000 2.0 518,024,000 2.1 22,685,000 4.4 

ゴルフ場利用税交付金 76,293,175 0.3 80,760,575 0.3 △ 4,467,400 △ 5.5 

自動車取得税交付金 84,144,000 0.3 66,707,000 0.3  17,437,000 26.1 

地 方 特 例 交 付 金 71,784,000 0.3 166,612,000 0.7 △ 94,828,000 △ 56.9 

地 方 交 付 税 5,942,842,000 22.1 5,738,305,000 23.5 204,537,000 3.6 

交通安全対策特別交付金 9,110,000 0.0 8,333,000 0.0 777,000 9.3 

分 担 金 及 び 負 担 金 517,473,617 1.9 564,275,136 2.3 △ 46,801,519 △ 8.3 

使 用 料 及 び 手 数 料 466,451,584 1.7 436,009,042 1.8 30,442,542 7.0 

国 庫 支 出 金 3,685,971,363 13.7 3,066,550,491 12.5 619,420,872 20.2 

府 支 出 金 1,492,574,205 5.6 1,536,505,663 6.3 △ 43,931,458 △ 2.9 

財 産 収 入 121,838,828 0.5 127,157,473 0.5 △ 5,318,645 △ 4.2 

寄 附 金 253,807,413 0.9 337,143,883 1.4 △ 83,336,470 △ 24.7 

繰 入 金 54,291,560 0.2 41,016,522 0.2 13,275,038 32.4 

繰 越 金 620,816,845 2.3 740,650,131 3.0 △ 119,833,286 △ 16.2 

諸 収 入 232,982,798 0.9 245,415,287 1.0 △ 12,432,489 △ 5.1 

市 債 3,754,140,000 14.0 1,713,754,000 7.0 2,040,386,000 119.1 

合       計 26,874,920,771 100 24,451,973,554 100 2,422,947,217 9.9 

 

 

市税収入比較                                         （単位：円・％） 

    年度別 

税目別 

平成２４年度 平成２３年度   

調定額 収入済額Ａ 収納率 調定額 収入済額Ｂ 収納率  増減額(A-B） 

市 民 税 4,356,200,497 4,211,361,969 96.7 4,213,366,220 4,019,566,822 95.4 191,795,147 

固 定 資 産 税 3,875,015,649 3,692,955,069 95.3 4,256,689,481 3,971,879,766 93.3 △278,924,697 

軽 自 動 車 税 110,191,992 102,352,641 92.9 109,887,295 100,402,703 91.4 1,949,938 

市 た ば こ 税 302,358,869 302,358,869 100.0 305,414,732 305,414,732 100.0 △3,055,863 

特別土地保有税 0 0 0.0 439,700 0 0.0 0 

都 市 計 画 税 390,052,857 367,345,835 94.2 429,300,886 394,312,328 91.8 △26,966,493 

合       計 9,033,819,864 8,676,374,383 96.0 9,315,098,314 8,791,576,351 94.4 △115,201,968 
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市税調定額は９０億３,３８１万９,８６４円で、前年度と比べ２億８，１２７万８,４５０円(３.

０％)減少している。増減内訳は、市民税（対前年度 1億４,２８３万４,２７７円増）、固定資産税

（同３億８,１６７万３,８３２円減）、たばこ税（同３０５万５,８６３円減）、都市計画税(同３，

９２４万８，０２９円減)。 

一方、市税収入済額は８６億７,６３７万４,３８３円で、前年度と比べ１億１，５２０万１,９６

８円(１.３％)減少している。減少した要因は、市民税が増収したこともあるが、固定資産税及び都

市計画税において、調定額の減少による減収が要因である。収納率については、収納の向上に努めら

れ、前年比１．６ポイント増である。 

市税の収入状況を現年課税分、滞納繰越分に分類し前年度と対比すると次のとおり。 

                                              （単位：円・％） 

  区  分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

24年度 

現年課税分 8,652,178,692 8,577,752,350 48,071 74,378,271 99.1 

滞納繰越分 381,641,172 98,622,033 38,254,792 244,764,347 25.8 

計 9,033,819,864 8,676,374,383 38,302,863 319,142,618 96.0 

23年度 

現年課税分 8,748,812,099 8,669,634,780 0 79,177,319 99.1 

滞納繰越分 566,286,215 121,941,571 141,220,391 303,124,253 21.5 

計 9,315,098,314 8,791,576,351 141,220,391 382,301,572 94.4 

 

市税の収入未済額は３億１，９１４万２，６１８円(前年度対比１６.５％減)となっている。 

市税の収入未済額を税目別にみると、市民税１億３,０１０万６,８８８円（同比１７.６％減）、

固定資産税１億６，２２８万５,２９９円(同比１５.５％減)、軽自動車税６８５万２，３５１円（同

比１６.０％減）、都市計画税１，９８９万８,０８０円(同比１７.６％減)となっている。 

市税収納率は、現年課税分９９.１％(前年度９９.１％)、滞納繰越分２５.８％(前年度２１.５％)。

全体の収納率は９６.０％。収納体制の強化が図られた結果、昨年に引き続き改善が見られる。 

一方、不納欠損額３，８３０万２，８６３円（対前年度１億２９１万７,５２８円減）は、時効消

滅分、滞納停止処分について計上したことによるものである。依然として多額な収入未済額が生じて

いるので、市としても収入未済額の縮減に努める必要がある。 

市税以外の主な収入未済額では、保育料２,９４０万２,８２１円(同１６７万６,９５０円、６.０％

増)、市営住宅使用料１，９１６万６,４４５円(同１３６万８,５００円、７.７％増)などである。 

歳入確保対策として収入未済額の早期徴収及び新規の滞納防止は有効であり、そのためには徴収率

の目標管理が必要である。 

滞納が発生する原因は種々であり、債務者は他の市債権について重複されていることもあるので、

収納課から所管各課に対し、徴収方法等の情報提供を積極的になされ、早期に有効的な債権回収体制

に取り組まれたい。 

 回収不能となった市債権の不納欠損処理についても適時に適正処理をされたい。 
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(３)歳出 

歳出決算額は、前年度に比べ２４億１，３６４万１,６４８円（１０.１％増)となっている。 

款別の歳出総額に占める割合(構成比率)が大きいものは、民生費(３３.３％)、土木費(１０.３％)、

教育費(１９.２％)、公債費(１１.２％)となっている。 

前年度と比べ、支出済額の増加した款及び増加額(前年度比増加率)は、民生費２億４，１７１万９

６９円(２.８％)、土木費１億１，８４２万９，８８７円(４.６％)、教育費２２億４，２４２万５，

０９１円(８０.４％)、災害復旧費２，３１６万９,５９５円（１７１．８％）、公債費１億６，２１

６万３,８３３円（５．８％）である。 

一方、支出済額の減少した款及び減少額（前年度比減少率）は、議会費３，５９７万４，３３２円

(１３.０％)、総務費３億４，６１９万１３０円(１２.０％)、商工費４,３７０万７，６６３円(２８.

０％)である。 

 

歳出内訳の推移                                     （単位：円・％） 

      年度別  

款 別 

平成２４年度 平成２３年度 前年度との比較 

支出済額（Ａ） 比率 支出済額（Ｂ） 比率 増減額(A－B) 増減率 

議 会 費 241,021,839 0.9 276,996,171 1.2 △ 35,974,332 △ 13.0 

総 務 費 2,530,895,888 9.6 2,877,086,018 12.1 △ 346,190,130 △ 12.0 

民 生 費 8,731,427,433 33.3 8,489,716,464 35.6 241,710,969 2.8 

衛 生 費 2,631,972,683 10.0 2,545,697,376 10.7 86,275,307 3.4 

農 林 水 産 業 費 276,036,165 1.1 306,068,411 1.3 △ 30,032,246 △ 9.8 

商 工 費 112,451,849 0.4 156,159,512 0.7 △ 43,707,663 △ 28.0 

土 木 費 2,690,578,687 10.3 2,572,148,800 10.8 118,429,887 4.6 

消 防 費 1,010,609,393 3.9 1,015,238,056 4.3 △ 4,628,663 △ 0.5 

教 育 費 5,032,311,474 19.2 2,789,886,383 11.7 2,242,425,091 80.4 

災 害 復 旧 費 36,657,468 0.1 13,487,873 0.1 23,169,595 171.8 

公 債 費 2,950,835,478 11.2 2,788,671,645 11.7 162,163,833 5.8 

諸 支 出 金 0  0.0 0  0.0 0     0.0 

予 備 費 0  0.0 0  0.0 0     0.0 

合       計 26,244,798,357 100 23,831,156,709 100 2,413,641,648 10.1 

 

歳出の性質別内訳（普通会計ベース）                   （単位：千円・％） 

区 分 平成２４年度 前年伸率 平成２３年度 前年伸率 平成２２年度 

人 件 費 4,116,212 △2.1 4,204,036 2.5 4,102,306 

物 件 費 3,353,675 △4.1 3,496,284 10.3 3,169,415 

扶 助 費 4,693,914 6.4 4,412,219 9.5 4,029,991 

補 助 費 等   3,246,963 △4.0    3,383,105   13.1    2,992,557 

普通建設・災害    4,717,245 91.1    2,467,923 △27.3    3,396,349 

公 債 費  2,937,012 5.7  2,779,806 2.2  2,719,360 
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特別会計 

①国民健康保険特別会計 

 

（１）決算収支状況 

  平成２４年度の決算額は、歳入６６億５，２００万３，９５４円  (予算対比１００.３％) 

歳出６５億６，１１５万１，４９２円(同９８.９％)  

前年度に比べると 

歳入 ２億２,６１８万３,４９９円(３.５％)の増 

歳出 ３億３,５４１万１８６円(５.４％)の増 

 

実質収支額は９，０８５万２，４６２円の黒字となっている。 

 

決算収支対前年度比較表                           (単位：円・％) 

 区      分 平成24年度 平成23年度 増減額(24-23) 増減率 

予 算 現 額 6,632,301,000 6,370,488,000 261,813,000 4.1 

歳 入 額 6,652,003,954 6,425,820,455 226,183,499 3.5 

歳 出 額 6,561,151,492 6,225,741,306 335,410,186 5.4 

実 質 収 支 90,852,462 200,079,149 △ 109,226,687 △54.6 

 

（２）歳入 

歳入内訳の推移                                     （単位：円・％） 

       年度別  

款 別 

平成２４年度 平成２３年度 前年度との比較 

収入済額（Ａ） 比率 収入済額（Ｂ） 比率 増減額（A－B） 増減率 

国 民 健 康 保 険 税 1,622,627,155 24.4 1,612,270,612 25.1 10,356,543 0.6 

使用料及び手数料 840,054 0.0 877,121 0.1 △ 37,067 △ 4.2 

国 庫 支 出 金 1,393,973,807 21.0 1,408,996,755 21.9 △ 15,022,948 △ 1.1 

療養給付費等交付金 476,879,539 7.2 430,879,218 6.7 46,000,321 10.7 

前期高齢者交付金 1,631,188,487 24.5 1,565,382,388 24.4 65,806,099 4.2 

府 支 出 金 334,477,065 5.0 256,933,680 4.0 77,543,385 30.2 

共 同 事 業 交 付 金 650,659,130 9.8 617,722,145 9.6 32,936,985 5.3 

財 産 収 入 5,257 0.0 600 0.0 4,657 776.2 

繰 入 金 320,468,000 4.8 321,307,562 5.0 △ 839,562 △ 0.3 

繰 越 金 200,079,149 3.0 195,897,032 3.0 4,182,117 2.1 

諸 収 入 20,806,311 0.3 15,553,342 0.2 5,252,969 33.8 

合       計 6,652,003,954 100 6,425,820,455 100 226,183,499 3.5 

 

款別の歳入総額に占める割合(構成比率)が大きいものは、保険税１６億２，２６２万７，１５５円

(２４.４％)、国庫支出金１３億９，３９７万３，８０７円(２１.０％)、前期高齢者交付金１６億３，

１１８万８，４８７円(２４.５％)である。 
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前年度と比べ、収入済額の増加した款及び増加額（前年度比増加率）は、国民健康保険税１，０３

５万６,５４３円(０.６％)、療養給付費等交付金４，６００万３２１円(１０.７％)、府支出金７，

７５４万３，３８５円(３０．２％)、共同事業交付金３，２９３万６，９８５円(５.３％)である。 

一方、収入済額の減少した款及び減少額(前年度比減少率)は、国庫支出金１，５０２万２,９４８

円(１.１％)である。 

 

保険税収入状況                                  （単位：円・％） 

  区      分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

24年度 

現年課税分 1,628,259,300 1,546,325,486 0 81,933,814 95.0 

滞納繰越分 415,445,300 76,301,669 23,538,830 315,604,801 18.4 

計 2,043,704,600 1,622,627,155 23,538,830 397,538,615 79.4 

23年度 

現年課税分 1,620,260,400 1,532,578,559 0 87,681,841 94.6 

滞納繰越分 470,778,952 79,692,053 58,481,106 332,605,793 16.9 

計 2,091,039,352 1,612,270,612 58,481,106 420,287,634 77.1 

 

国保平均年間加入世帯数は、年間平均８,７９８世帯（対前年度１４６世帯、１.７％増）、平均年

間被保険者数１６,５６３人（同２２５人、１.４％増）。 

保険税現年度調定額は、前年度に比べ７９９万８,９００円（０.５％）増加している。 

保険税収納率は、現年課税分９５.０％(㉓９４.６％㉓９３.５％)、滞納繰越分１８.４％(㉓１６．９％

㉓１４.３％)。全体の収納率は７９.４％で前年度より２.３ポイント良化している。 

収入未済額は３億９,７５３万８,６１５円で前年度より２，２７４万９,０１９円(２.３％)減少し

ている。 

現年課税分及び滞納繰越分の収納率は良化しているが、現年課税分において依然多額の収入未済額

が発生している。国保医療課、収納課、京都地方税機構が徴収に努力されており成果は評価できるが、

収納率の改善は国保財政の健全化に必須であるので、税の公平性からも収納強化の取り組みをさらに

努められたい。 
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（３）歳出 

歳出内訳の推移                                     （単位：円・％） 

      年度別  

款 別 

平成２４年度 平成２３年度 前年度との比較 

支出済額（Ａ） 比率 支出済額（Ｂ） 比率 増減額（Ａ－Ｂ） 増減率 

総 務 費 18,458,104 0.3 24,564,397 0.4 △ 6,106,293 △ 24.9 

保 険 給 付 費 4,578,215,148 69.8 4,349,865,592 69.9 228,349,556 5.2 

後期高齢者支援金 813,495,026 12.4 745,983,021 12.0 67,512,005 9.1 

前期高齢者納付金 890,573 0.0 2,200,588 0.0 △ 1,310,015 △ 59.5 

老 人 保 健 拠 出 金 33,277 0.0 39,261 0.0 △ 5,984 △ 15.2 

介 護 納 付 金 322,499,623 4.9 303,942,752 4.9 18,556,871 6.1 

共 同 事 業 拠 出 金 634,161,922 9.6 603,571,079 9.7 30,590,843 5.1 

保 健 事 業 費 64,858,525 1.0 63,555,524 1.0 1,303,001 2.1 

基 金 積 立 金 5,257 0.0 50,000,600 0.8 △ 49,995,343  △ 100.0 

公 債 費 19,491,232 0.3 19,400,000 0.3 91,232     0.5 

諸 支 出 金 109,042,805 1.7 62,618,492 1.0 46,424,313 74.1 

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

合       計 6,561,151,492 100 6,225,741,306 100 335,410,186 5.4 

 

款別の歳出総額に占める割合(構成比率)が大きいものは、保険給付費４５億７，８２１万５,１４

８円(６９.８％)、後期高齢者支援金８億１，３４９万５,０２６円(１２.４％)、共同事業拠出金６

億３，４１６万１,９２２円(９.６％)である。 

前年度と比べ、支出済額の増加した款及び増加額(前年度比増加率)は、保険給付費２億２，８３４

万９,５５６円(５.２％)、後期高齢者支援金６，７５１万２,００５円(９.１％)、共同事業拠出金３，

０５９万８４３円(５.１％)、諸支出金４，６４２万４,３１３円（７４．１％）である。 

一方、支出済額の減少した款及び減少額（前年度比減少率）は、総務費６１０万６，２９３円（２

４．９％）、前期高齢者納付金１３１万１５円(５９.５％)、基金積立金４，９９５万５，３４３円

（１００．０％）である。 

  

国民健康保険特別会計の基金残高は財政調整基金５,０００万４,６５９円、出産費貸付基金３０１

万４,８０９円である。 

 

 診療費の内訳は、入院受診件数３,５０２件(対前年度２９件・０.８％増)、給付費１９億９,０２

２万７,９２７円(同１億２,４３５万６,９３１円、６.７％増)。入院外受診件数１４３,０５４件(同

４,６７１件・３.４％増)、給付費２１億５,４０９万３,４７０円(同７,０１４万４,４０２円、３.

４％増)。歯科受診件数３２,２９５件(同８６３件、２.７％増)、給付費４億３,７９１万３,９７０

円(同１,２９３万４,０４０円、２.９％減)となっている。 

一件当たりの診療費は、入院５６８，３１２円（同３万１,０６２円増）、入院外１５,０５８円（同

１円減）、歯科１３,５６０円（同７８４円減）である。 

高額療養費支給件数及び額は、５,３６３件（同３８４件増）で４億７,３８０万３,７２０円（同

５,２１５万６,０１８円増）。一件当たり支給額は、８８,３４６円（同３,６６１円増）である。 
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２４年度は収納率の向上により、保険税は１，０３５万６,５４３円増加（対前年度０．６％増）

しているが、保険給付費は２億２，８３４万９，５５６円(同５．２％増)と大幅に増加している。 

実質収支額は、９，０８５万２,４６２円と黒字になっている。しかし、実質収支額には、前年度

分の補助金返還額、前年度繰越金の２億円、翌年度に国等へ返還すべき交付金等が含まれているため、

平成２４年度単年度に着目した収支状況からは、財政は安定しているとは言えない。 

国民健康保険税の収納率は増加しているものの、一人当たりの保険税調定額や基準所得金額が減少

しているのに対し、保険給付額が大幅に増加していることも主な要因である。 

今後、医療費分析等を通じて、保険給付費(医療費)の動向や収支状況の正確な把握を行い、被保険

者に対する保健予防事業等の推進や啓発を強化し中長期的な国保運営の安定化を図られたい。 
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②介護保険特別会計 

 

（１）決算収支状況 

  平成２４年度の決算額は、歳入３７億８，４５４万２,９８５円(予算対比１００.２％) 

歳出３７億５，１５８万８,８３２円(同９９．４％) 

前年度に比べると 

歳入 ２億５７２万９,８８７円(５.７％)の増 

歳出 ２億２,４１７万３,７７０円(６.４％)の増 

 

実質収支額は３，２９５万４,１５３円の黒字となっている。 

 

決算収支対前年度比較表                          (単位：円・％） 

 区     分 平成24年度 平成23年度 増減額(24-23) 増減率 

予 算 現 額 3,775,110,000 3,555,830,000 219,280,000 6.2 

歳 入 額 3,784,542,985 3,578,813,098 205,729,887 5.7 

歳 出 額 3,751,588,832 3,527,415,062 224,173,770 6.4 

実 質 収 支 32,954,153 51,398,036 △ 18,443,883 △ 35.9 

 

（２）歳入 

歳入内訳の推移                                       （単位：円・％） 

       年度別  

款 別 

平成２４年度 平成２３年度 前年度との比較 

収入済額（Ａ） 比率 収入済額（Ｂ） 比率 増減額（A－B） 増減率 

保 険 料 884,921,960 23.4 732,022,340 20.5 152,899,620 20.9 

使用料及び手数料 128,500 0.0 92,700 0.0 35,800 38.6 

国 庫 支 出 金 732,927,324 19.4 717,438,943 20.0 15,488,381 2.2 

支 払 基 金 交 付 金 1,052,971,190 27.8 1,005,294,000 28.1 47,677,190 4.7 

府 支 出 金 551,405,925 14.6 512,544,925 14.3 38,861,000 7.6 

財 産 収 入 538,578 0.0 518,298 0.0 20,280 3.9 

繰 入 金 490,261,000 13.0 525,592,648 14.7 △ 35,331,648 △ 6.7 

繰 越 金 51,398,036 1.3 67,401,166 1.9 △ 16,003,130 △ 23.7 

諸 収 入 19,990,472 0.5 17,908,078 0.5 2,082,394 11.6 

合       計 3,784,542,985 100 3,578,813,098 100 205,729,887 5.7 

 

款別の歳入総額に占める割合(構成比率)が大きいものは、保険料８億８,４９２万１,９６０円(２

３.４％)、国庫支出金７億３,２９２万７,３２４円(１９.４％)、支払基金交付金１０億５,２９７万

１,１９０円(２７.８％)となっている。 

前年度と比べ、収入済額の増加した款及び増加額（前年度比増加率）は、保険料1億５,２８９万

９,６２０円(２０.９％)、支払基金交付金４,７６７万７,１９０円(４.７％)、府支出金３,８８６万

１,０００円(７.６％)である。 
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一方、収入済額の減少した款及び減少額（前年度比減少率）は、繰入金３,５３３万１,６４８（６．

７％）、繰越金１,６００万３,１３０円(２３.７％)である。 

 

保険料収入状況                              (単位：円・％） 

  区     分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

24年度 

現年課税分 890,251,500 882,278,700 0 7,972,800 99.1 

滞納繰越分 20,827,798 2,643,260 5,793,027 12,391,511 12.7 

計 911,079,298 884,921,960 5,793,027 20,364,311 97.1 

23年度 

現年課税分 737,061,900 730,144,440 0 6,917,460 99.1 

滞納繰越分 20,576,123 1,877,900 4,787,885 13,910,338 9.1 

計 757,638,023 732,022,340 4,787,885 20,827,798 96.6 

 

保険料調定額は、９億１,１０７万９,２９８円で前年度と比べ1億５,３４４万１,２７５円(２０.

３％)増加している。 

保険料収納率は、現年課税分９９.１％(前年度９９.１％)、滞納繰越分１２.７％(前年度９.１％)。

全体の収納率は９７.１％（前年度９６．６％） 

 

（３）歳出 

歳出内訳の推移                                       （単位：円・％） 

        年度別  

款 別 

平成２４年度 平成２３年度 前年度との比較 

支出済額（Ａ） 比率 支出済額（Ｂ） 比率 増減額(A-B） 増減率 

総 務 費 48,985,449 1.3 48,463,595 1.4 521,854  1.1 

保 険 給 付 費 3,515,925,557 93.7 3,353,482,342 95.1 162,443,215 4.8 

地 域 支 援 事 業 費 74,572,894 2.0 63,284,829 1.8 11,288,065 17.8 

基 金 積 立 金 61,987,578 1.7 518,298 0.0 61,469,280 大幅増 

公 債 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

諸 支 出 金 50,117,354 1.3 61,665,998 1.7 △ 11,548,644 △ 18.7 

予 備 費 0   0   0 0.0 

合       計 3,751,588,832 100 3,527,415,062 100 224,173,770 6.4 

 

款別の歳出総額に占める割合(構成比率)が大きいものは、保険給付費３５億１,５９２万５,５５７

円(９３.７％)となっている。 

前年度と比べ、支出済額の増加した款及び増加額(前年度比増加率)は、保険給付費１億６,２４４

万３,２１５円(４.８％）、地域支援事業費１，１２８万８，０６５円（１７．８％）、基金積立金

６，１４６万９，２８０円である。 

一方、支出済額の減少した款及び減少額(前年度比減少率)は、諸支出金１，１５４万８,６４４円(１

８.７％)である。 

 

介護保険特別会計２４年度末基金現在高は介護保険給付費準備基金３億６,３４７万５,４４２円

（対前年度比６,１９８万７,５７８円、２０.６％増）である。 
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保険給付費は対前年比で４.８％（㉓５.２％）と引き続き増加し、認定者総数も２，３８４人（㉓

２,２３０人）と年々増加している。うち要介護認定者数１,７８０人（㉓１,７１７人）、要支援６０

４人（㉓５１３人）である。 

 

 介護保険事業については、高齢化の進展に伴い、今後もサービス利用者の増加が見込まれることか

ら、「木津川市介護保険事業計画」に基づいて利用者への適切なサービス等の充実を図るとともに、

保険料の収納率の向上に努められたい。また、施設の充実は必要不可欠であるが、保険料が上がるこ

とが予想されるので、計画的かつ安定的な財政運営に努められたい。 

 また、介護期間の長期化や介護する家族の高齢化も進み、家族による介護はますます困難になって

きている。介護保険制度の基本理念である「自立支援」の観点から、市民が健康で長生きできる健康

づくり事業など介護予防事業をさらに推進し、要介護状態になることを防止することにより介護保険

事業の健全化、介護給付費の抑制にもつながると考えるので、一層の努力をなされたい。 

保険料の徴収率向上を図るため、介護保険制度の目的や趣旨、給付内容等の周知徹底を継続し、督

促状、催告書の送付や戸別徴収などの取組等、収納対策に努められたい。 
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③後期高齢者医療特別会計 

 

（１）決算収支状況 

  平成２４年度の決算額は、歳入５億９,７０８万２,２７９円(予算対比１００.４％) 

歳出５億９,０８８万９,８０２円(同９９.３％) 

前年度に比べると 

歳入 ５,２６６万９,９６３円(９.７％)の増 

歳出 ４,９０６万４,９３３円(９.１％)の増 

 

実質収支額は６１９万２,４７７円の黒字となっている。 

 

決算収支対前年度比較表                         (単位：円・％） 

 区     分 平成24年度 平成23年度 増減額(24-23) 増減率 

予 算 現 額 594,994,000 544,462,000 50,532,000 9.3 

歳 入 額 597,082,279 544,412,316 52,669,963 9.7 

歳 出 額 590,889,802 541,824,869 49,064,933 9.1 

実 質 収 支 6,192,477 2,587,447 3,605,030 139.3 

 

（２）歳入 

歳入内訳の推移                                       （単位：円・％） 

       年度別  

款 別 

平成２４年度 平成２３年度 前年度との比較 

収入済額（Ａ） 比率 収入済額（Ｂ） 比率 増減額（A－B） 増減率 

保 険 料 471,641,536 79.0 427,088,523 78.4 44,553,013 10.4 

使用料及び手数料 72,200 0.0 64,700 0.0 7,500 11.6 

寄 付 金 0 0.0 0 0.0 0   0.0 

繰 入 金 103,108,808 17.3 95,379,208 17.5 7,729,600 8.1 

繰 越 金 2,587,447 0.4 3,175,398 0.6 △ 587,951 △ 18.5 

諸 収 入 19,672,288 3.3 18,704,487 3.4 967,801 5.2 

合       計 597,082,279 100 544,412,316 100 52,669,963 9.7 

 

款別の歳入総額に占める割合(構成比率)が大きいものは、保険料４億７,１６４万１,５３６円(７

９.０％)、繰入金1億３１０万８,８０８円(１７.３％)である。 

前年度と比べ、収入済額の増加した款及び増加額（前年度比増加率）は、保険料４,４５５万３,

０１３円(１０.４％)、繰入金７７２万９,６００円(８.１％)である。 

一方、収入済額の減少した款及び減少額(前年度比減少率)は、繰越金５８万７,９５１円(１８.

５％)である。 
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保険料収入状況                                 （単位：円・％） 

  区    分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

24年度 

現年課税分 473,131,777 469,836,640 0 3,295,137 99.3 

滞納繰越分 6,887,004 1,804,896 224,719 4,857,389 26.2 

計 480,018,781 471,641,536 224,719 8,152,526 98.3 

23年度 

現年課税分 426,947,156 424,668,957 0 2,278,199 99.5 

滞納繰越分 6,055,508 2,419,566 252,939 3,383,003 40.0 

計 433,002,664 427,088,523 252,939 5,661,202 98.6 

㊟調定額に還付未済となっている金額は含まない。 

 

保険料収納率は現年課税分９９.３％（前年度９９．５％）、滞納繰越分２６.２％(前年度４０．

０％)、全体の収納率は９８.３％（前年度９８．６％）である。保険料の収入未済額が増加している。    

収納率の向上に努められたい。 

 

（３）歳出 

歳出内訳の推移                                       （単位：円・％） 

       年度別  

款 別 

平成２４年度 平成２３年度 前年度との比較 

支出済額（Ａ） 比率 支出済額（Ｂ） 比率 増減額(A-B） 増減率 

総 務 費 3,532,258 0.6 2,927,636 0.5 604,622 20.7 

広 域 連 合 納 付 金 557,101,402 94.3 509,070,779 94.0 48,030,623 9.4 

保 健 事 業 費 28,275,477 4.8 27,424,138 5.1 851,339 3.1 

諸 支 出 金 1,980,665 0.3 2,402,316 0.4 △ 421,551 △ 17.6 

予 備 費 0   0   0 0.0 

合       計 590,889,802 100 541,824,869 100 49,064,933 9.1 

 

款別の歳出総額に占める割合(構成比率)が大きいものは、広域連合納付金５億５，７１０万１，４

０２円(９４.３％)である。 

前年度と比べ、支出済額の増加した款及び増加額(前年度比増加率)は、広域連合納付金４，８０３

万６２３円(９.４％)、保健事業費８５万１,３３９円(３.１％)である。 

一方、支出済額の減少した款及び減少額(前年度比減少率)は、諸支出金４２万１,５５１円(１７.

６％)である。 

後期高齢者医療事業の健全な財政運営のため、制度の目的及び趣旨など周知徹底を継続し、保険料

の適正な確保に向け、一層の取り組みに努められたい。 
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④簡易水道事業特別会計 

 

（１）決算収支状況 

  平成２４年度の決算額は、歳入１億６,０１６万５,７７１円(予算対比７２.８％) 

歳出１億５,０９５万４,８５３円(同６８.６％) 

前年度に比べると 

歳入 １,６６１万７,５９３円(１１.６％)の増 

歳出 １,１３０万９,５４４円(８.１％)の増 

 

翌年度繰越財源５１４万３,０００円を除いた実質収支額は４０６万７,９１８円の黒字となって

いる。 

 

決算収支対前年度比較表                        (単位：円・％） 

 区     分 平成24年度 平成23年度 増減額(24-23) 増減率 

予 算 現 額 220,041,000 143,261,000 76,780,000 53.6 

歳 入 額 160,165,771 143,548,178 16,617,593 11.6 

歳 出 額 150,954,853 139,645,309 11,309,544 8.1 

形 式 的 収 支 9,210,918 3,902,869 5,308,049 136.0 

翌年度繰越財源 5,143,000 0 5,143,000 皆増 

実 質 収 支 4,067,918 3,902,869 165,049 4.2 

 

（２）歳入 

歳入内訳の推移                                     （単位：円・％） 

        年度別  

款 別 

平成２４年度 平成２３年度 前年度との比較 

収入済額（Ａ） 比率 収入済額（Ｂ） 比率 増減額（A－B） 増減率 

使用料及び手数料 24,976,600 15.6 26,595,896 18.5 △ 1,619,296 △ 6.1 

国 庫 支 出 金 19,973,000 12.5 20,000,000 13.9 △ 27,000 △ 0.1 

財 産 収 入 3,162 0.0 6,055 0.0 △ 2,893 △ 47.8 

繰 入 金 49,985,579 31.2 40,080,568 27.9 9,905,011 24.7 

繰 越 金 3,902,869 2.4 1,767,952 1.2 2,134,917 120.8 

諸 収 入 624,561 0.4 297,707 0.2 326,854 109.8 

市 債 60,700,000 37.9 54,800,000 38.2 5,900,000 10.8 

合       計 160,165,771 100 143,548,178 100 16,617,593  11.6 

 

款別の歳入総額に占める割合(構成比率)が大きいものは、繰入金４,９９８万５,５７９円(３１.

２％)、市債６,０７０万円(３７.９％)である。 

前年度と比べ、収入済額の減少した款及び減少額(前年度比減少率)は、使用料及び手数料１６１万

９，２９６円（６．１％）である。 
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水道使用料収入状況                             （単位：円・％） 

  区    分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

24年度 

現 年 度 分 25,176,932 24,843,535 0 333,397 98.7 

滞納繰越分 5,734,239 133,065 0 5,601,174 2.3 

計 30,911,171 24,976,600 0 5,934,571 80.8 

23年度 

現 年 度 分 27,243,989 26,140,632 0 1,103,357 96.0 

滞納繰越分 4,679,490 109,027 0 4,570,463 2.3 

計 31,923,479 26,249,659 0 5,673,820 82.2 

 

水道使用料収納率は、現年度分９８.７％(前年度９６.０％)、滞納繰越分２.３％(前年度２.３％)。

全体の収納率は８０.８％で前年度より１.４ポイント悪化している。収納率の悪化が顕著である。収

入未済額の縮減に努められたい。 

  

（３）歳出 

歳出内訳の推移                                     （単位：円・％） 

           年度別  

款 別 

平成２４年度 平成２３年度 前年度との比較 

支出済額（Ａ） 比率 支出済額（Ｂ） 比率 増減額（A－B） 増減率 

総 務 費 10,735,520 7.1 10,498,912 7.5 236,608 2.3 

事 業 費 108,020,314 71.6 101,056,351 72.4 6,963,963 6.9 

公 債 費 28,292,857 18.7 26,316,991 18.8 1,975,866 7.5 

諸 支 出 金 3,906,162 2.6 1,773,055 1.3 2,133,107 120.3 

予 備 費 0   0   0    ― 

合       計 150,954,853 100 139,645,309 100 11,309,544 8.1 

 

款別の歳出総額に占める割合(構成比率)が大きいものは、事業費１億８０２万３１４円(７１.

７％)であり、前年度と比べ、６９６万３,９６３円(６.９％)増加している。 

 

財政調整基金は１,３３４万８,６１２円である。 

市債残高は４,４６２万８６７円増の６億５３３万２,１８１円である。 

 

２４年度末給水人口は１,７２９人(㉓１,７７５人㉓１,８１８人)で年々減少している。 

水道有収率は７８.４％(㉓７０.３％㉓６１.９％)で年々良化している。これは計画的に老朽管の布

設替えが進捗していることによるものである。 

 

平成２８年度末での上水道との事業統合を踏まえ、老朽化施設の更新が不可欠であるので、引き続

き効率的な入替事業の早期完了に努めていただきたい。 

水道使用料未収金が増加している。給水停止をも考慮に入れた滞納対策を講じられ、未収金の減少に

努められたい。 

今後も簡易水道の効率的かつ適正な運営に努力されたい。 
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⑤公共下水道事業特別会計 

 

（１）決算収支状況 

  平成２４年度の決算額は、歳入２３億６,６３５万１,５１０円(予算対比９３.０％) 

歳出２３億３,７１２万２,５０１円(同９１.８％) 

前年度に比べると 

歳入 ２億５,３９１万８,５３０円(１２.０％)の増 

歳出 ２億４,４５２万６６５円 (１１.７％)の増 

 

翌年度繰越財源８４２万５，０００円を差し引いた実質収支額は２,０８０万４,００９円の黒字と

なっている。 

 

決算収支対前年度比較表                         (単位：円・％） 

 区    分 平成24年度 平成23年度 増減額(24-23) 増減率 

予 算 現 額 2,543,321,000 2,152,007,000 391,314,000 18.2 

歳 入 額 2,366,351,510 2,112,432,980 253,918,530 12.0 

歳 出 額 2,337,122,501 2,092,601,836 244,520,665 11.7 

形 式 的 収 支 29,229,009 19,831,144 9,397,865 47.4 

翌年度繰越財源 8,425,000 30,000 8,395,000 大幅増 

実 質 収 支 20,804,009 19,801,144 1,002,865 5.1 

 

（２）歳入 

歳入内訳の推移                                      （単位：円・％） 

        年度別  

款 別 

平成２４年度 平成２３年度 前年度との比較 

収入済額（Ａ） 比率 収入済額（Ｂ） 比率 増減額（A－B） 増減率 

分担金及び負担金 0 0.0 19,135,550 0.9 △ 19,135,550  皆減 

使用料及び手数料 767,790,955 32.5 687,441,500 32.5 80,349,455 11.7 

国 庫 支 出 金 171,300,000 7.2 162,100,000 7.7 9,200,000 5.7 

財 産 収 入 16,703 0.0 14,080 0.0 2,623 18.6 

寄 附 金 89,048,921 3.8 89,821,976 4.3 △ 773,055 △ 0.9 

繰 入 金 799,933,000 33.8 855,009,000 40.5 △ 55,076,000 △ 6.4 

繰 越 金 19,831,144 0.8 16,473,045 0.8 3,358,099 20.4 

諸 収 入 30,787 0.0 37,829 0.0 △ 7,042 △ 18.6 

市 債 518,400,000 21.9 282,400,000 13.4 236,000,000 83.6 

合       計 2,366,351,510 100 2,112,432,980 100 253,918,530 12.0 

 

款別の歳入総額に占める割合（構成比率）が大きいものは、使用料及び手数料７億６,７７９万９

５５円（３２.５％）、繰入金７億９,９９３万３,０００円(３３.８％)、市債５億１,８４０万円(２

１.９％)となっている。 
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前年度と比べ、収入済額が増加した款及び増加額(前年度比増加率)は、使用料及び手数料８,０３

４万９,４５５円(１１.７％)、国庫支出金９２０万円(５.７％)、市債２億３,６００万円(８３.６％)

である。 

一方、収入済額の減少した款及び減少額(前年度比減少率)は、分担金及び負担金１,９１３万５,

５５０円(皆減)、繰入金５,５０７万６，０００円(６.４％)、寄付金７７万３,０５５円(０.９％)

である。 

 

下水道使用料収入状況                             （単位：円・％） 

  区      分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

24年度 

現 年 度 分 771,408,265 763,080,252 0 8,328,013 98.9 

滞納繰越分 59,846,005 2,849,083 0 56,996,922 4.8 

計 831,254,270 765,929,335 0 65,324,935 92.1 

23年度 

現 年 度 分 689,203,313 677,733,237 0 11,470,076 98.3 

滞納繰越分 54,309,192 5,933,263 0 48,375,929 10.9 

計 743,512,505 683,666,500 0 59,846,005 92.0 

 

下水道使用料現年度分調定額は７億７,１４０万８,２６５円で、前年度と比べ８,２２０万４,９５

２円(１１.９％)増加している。 

使用料収納率は、現年度分９８.９％(前年度９８.３％)、滞納繰越分４.８％(前年度１０.９％)。

全体の収納率は９２.１％で前年度より０.１ポイント微増している。 

収入未済額は６,５３２万４,９３５円で前年度から５４７万８,９３０円増加しており、分担金及

び負担金も１５２万４,９６０円が未収となっている。 

依然として多額な収入未済額を生じており、収入未済額の縮減に努める必要がある。 

 

（３）歳出 

歳出内訳の推移                                     （単位：円・％） 

        年度別  

款 別 

平成２４年度 平成２３年度 前年度との比較 

支出済額（Ａ） 比率 支出済額（Ｂ） 比率 増減額（A－B） 増減率 

総 務 費 603,473,265 25.8 584,282,636 27.9 19,190,629 3.3 

管 理 費 114,720,278 4.9 114,766,773 5.5 △ 46,495 △0.04 

事 業 費 505,984,433 21.7 531,947,107 25.4 △25,962,674 △ 4.9 

公 債 費 1,112,944,525 47.6 861,605,320 41.2 251,339,205 29.2 

予 備 費 0   0   0     0 

合       計 2,337,122,501 100 2,092,601,836 100 244,520,665 11.7 

 

款別の歳出総額に占める割合(構成比率)が大きいものは、総務費６億３４７万３,２６５円(２５.

８％）、公債費１１億１,２９４万４,５２５円(４７.６％)となっている。 

前年度と比べ、支出済額の増加した款及び増加額(前年度比増加率)は、総務費１，９１９万６２９

円(３.３％)、公債費２億５，１３３万９,２０５円(２９.２％)である。 

一方、支出済額の減少した款及び減少額(前年度比減少率)は、事業費２,５９６万２,６７４円(４.

９％)である。 
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公共下水道事業特別会計の基金残高は財政調整基金１,２８３万２,０８６円である。 

市債残高は３億２,７２６万７,８１５円減の１１０億８,９７７万５,９９９円である。 

物品本年度末現在高は９７点。今後も適正に分類整理に努められたい。 

 

平成２４年度末の整備率は、水洗化率９３.０％(㉓９２.８％)、普及率８７.８％(㉓８７.５％)であ

る。水洗化率及び普及率の向上は、下水道本来の目的達成並びに健全経営の観点から重要な課題であ

り、水洗化普及に一層の努力を期待する。 

 

市街化区域の下水道整備に遅れが生じないよう、計画に基づき円滑に事業を進めていただきたい。

また、未整備地域については合併浄化槽等の手法について速やかに方針を定め、費用対効果の評価を

十分に行って進めていただきたい。 

公債費の償還が多額になっており、一般会計からの繰入に頼っている状況がある。企業会計への

移行を検討されているが、その場合のメリットについて十分検討されたい。 

使用料の収入未済額が多額となっている。公平性の確保の観点からも、引き続き早期徴収を図ら

れ、使用料の収納率を向上されたい。回収不能となった債権の不納欠損処理を適正処理することに

より未収金の減少に努められたい。 

管渠調査委託業務において判明した不明水流入対策については、問題解決に向けて計画的に対処

されたい。 

今後の下水道事業の効率的かつ適正な運営を期待している。 
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⑥財産区特別会計 

 

財産区特別会計は、旧北村旧兎並村旧里村財産区、旧加茂町財産区、旧瓶原村財産区、旧当尾村財

産区の４会計である。これら特別会計の決算額は次のとおり。 

 

旧北村旧兎並村旧里村財産区 （単位：円） 

歳入決算額      3,487,555 
財産収入 繰入金 繰越金 諸収入 

511,360 2,641,000 335,126 69 

歳出決算額     2,963,517 
総務費（総務管理費） 諸支出金（振興費） 

699,517 2,264,000 

 

旧加茂町財産区 (単位：円） 

歳入決算額       1,505,720 
財産収入 繰入金 繰越金 その他 

763,497 151,000 578,386 12,837 

歳出決算額       973,326 
総務費（総務管理費） 諸支出金（振興費） 

973,326     0 

 

旧瓶原村財産区 （単位：円） 

歳入決算額        8,113,923 
財産収入 繰入金 繰越金 諸収入 

5,838,878 1,257,000 661,591 356,454 

歳出決算額     7,432,020 
総務費（総務管理費） 諸支出金（振興費） 

6,298,020                     1,134,000 

 

旧当尾村財産区 （単位：円） 

歳入決算額      5,908,271 
財産収入 繰入金 繰越金 諸収入 

996,885 4,413,000 498,026 360 

歳出決算額      4,872,527 
総務費（総務管理費） 諸支出金（振興費） 

1,023,527 3,849,000 

   

各財産区特別会計決算は、予算に基づき適正に処理されていることを認める。 

  総務費の内容はそれぞれ財産管理費、積立金が主なものである。 

  諸支出金は、自治振興補助金として西町区、北区(旧北村旧兎並村旧里村財産区)、登大路区、岡崎

区、河原区、仏生寺区(旧瓶原村財産区)、南下手区、森区、勝風区、当尾北部区長会、当尾区長会(旧

当尾村財産区)に支出されたものである。 

  

各財産区の運営については、地方自治法の財産区にかかわる定めに従い、引き続き各地域の発展や

課題を解決するために各財産区財産の有効な活用を期待する。 
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８．財産に関する調書 

 財産に関する調書について審査を行った結果、おおむね適正に記録管理されているものと認める。 

 

① 公有財産 

（１）行政財産(土地・建物） 

  土地の本年度末現在高は１６２万３,８７３.１９㎡、建物の本年度末現在高は、２１万７,４８４．

２８㎡で本年度中の増減高は次のとおり。 

 前年度末現在高 年度中の増減高 決算年度末現在高 

土 地 1,588,586.34㎡        35,286.85㎡ 1,623,873.19㎡ 

建 物 217,133.73㎡           350.55㎡ 217,484.28㎡ 

 年度中の土地の主な増加分は、木津中央区内小学校用地購入２３,５９１㎡、史跡用地購入２件５,

０８９㎡、である。主な減少分は、街路事業代替用地売払い２４４㎡である。建物の主な増加分は、

木津中学校学校増築１９９㎡、木津第二中学校８４㎡である。主な減少分は、木津中学校学校解体２

５４㎡である。 

 

（２）普通財産（土地・建物） 

  土地の本年度末現在高は３４万９,６５５.５２㎡、建物の本年度末現在高は、５,８３５.５０㎡で

本年度中の増減高は次のとおり。 

 前年度末現在高 年度中の増減高 決算年度末現在高 

土 地 367,704.14㎡      △18,048.62㎡ 349,655.52㎡ 

建 物 5,923.82㎡           △88.32㎡ 5,835.50㎡ 

年度中の土地の主な増加分は、市有地貸付地(法定外公共物)３５㎡である。主な減少分は、中央

区開発地内(換地指定による減歩)１０,４４６㎡、未利用地売却３件６８７㎡である。建物の増加分

は、清水教育集会所（用途廃止）１７６㎡である。減少分は、木津商工会（行政財産へ移動）２６

４㎡である。 

２４年度中の財産売払いは宅地６筆１,４９９㎡で６,７１８万２,０００円の収入があった。 

  

② 物 品 

物品台帳には、１点３万円を超える物品について掲載され、本年度末現在高は６４,５８９点で、

前年度より４１０点増加している。 

 

財産台帳及び物品台帳ともに年次計画による調査、整備は一定完了したが、引き続き、適正な管

理、有効活用、不要となった財産の適正売却、未利用地の利活用を推進されたい。 

今後において、各課が管理する行政財産の記載漏れ、異動漏れがないよう常日頃から点検を行い、

正確な台帳整備に努めていただきたい。 

 

③ 有価証券 

 関西文化学術研究都市センター㈱ 株券(１０,０００株) 
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④ 出資による権利 

  出資による権利の本年度末現在高は７億６,９２４万５,１８４円で、２４年度中の増減はなかった。 

 

⑤ 債 権 

  債権の本年度末現在高は４３万１,０００円で、２４年度中の増減高は、くらしの資金貸付金４万

円の減少である。 

 

⑥ 基 金 

  基金の本年度末現在高は１０７億６,１９１万５,２９９円で、２４年度中の増減高は５億１,３７

３万２,５５３円の増加である。 

基金運用状況                                         （単位：円） 

  区          分 前年度末現在高 年度中増減高 決算年度末現在高 

財 政 調 整 基 金 4,020,856,372 326,316,278 4,347,172,650 

公 共 施 設 等 整 備 基 金 4,776,163,780 48,958,738 4,825,122,518 

育 英 資 金 交 付 基 金 31,905,175 △2,934,137 28,971,038 

減 債 基 金 122,081,965 140,397,476 262,479,441 

農 業 振 興 関 係 基 金 12,030,251 △664,598 11,365,653 

土 地 改 良 事 業 基 金 59,256,328 79,412 59,335,740 

地 域 福 祉 基 金 590,245,116 100,000 590,345,116 

準 財 産 区 等 事 業 基 金 18,201,906 951,755 19,153,661 

山城町森林公園施設整備基金 12,576,654 △1,097,865 11,478,789 

ふ る さ と 応 援 基 金 4,097,187 635,954 4,733,141 

清掃センター建設整備基金 600,768,012 989,540 601,757,552 

合 計 10,248,182,746 513,732,553 10,761,915,299 

 

土地開発基金                               

(現金) 148,411,032 △13,814,628 134,596,404 

(土地 ㎡) 77082.95 △238.19 76844.76 

(貸付金） 257,393,907 － 257,393,907 

 

現金の増減要因は、学研都市京都土地開発公社から不知田④用地（６,０７５万１,７５６円)を取

得したこと、大野ウヅ７０番及び里宇留志４４番売却に伴う買戻し（３４，８１８，０００円）、里

宇留志４５番売却に向けた買戻し（１２，０４９，０００円）等によるものである。 

貸付金については、本年度増減は無である。 
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９．総括的意見 

 ①財政状況 

２４年度決算の主な財政指標は、標準財政規模１５９億２,７７４万８,０００円(前年度比較７,

４６７万９,０００円、０.５％増)、財政力指数（３カ年平均)０.６４５(同０.０２２、３.３％減)、

経常収支比率９２.９(同１.５、１.６％増)、公債費比率１２.３(同０.１、０.８％増)、起債制限比

率（３カ年平均)９.６(同０.４、４.３％増)である。 

 歳入の経常一般財源は増加しているが、臨時財政対策債はやや減となっている。一方、歳出の経常

経費に係る一般財源所要額では、扶助費、公債費、物件費、繰出等で増加していることにより、歳入

における経常一般財源の増加を大きく上回ったことが、経常収支比率を１.５ポイント悪化させた要

因である。 

 公債費比率、起債制限比率は悪化しているが、財政健全化判断比率は、早期健全化基準、経営健全

化基準には達していない。 

 

②財源の確保 

歳入面では市税や国保税、使用料等の滞納額の増加が懸念される。 

昨年度に引き続き、２４年度決算においても収入未済額が目立つ。市税については、京都地方税機

構による滞納整理の効果が顕著であり評価できるが、他の債権、上下水道料金、保育料、住宅使用料

などについては、依然充分であるとは言い難い状況にある。各所管課の未収金を一体管理し、弁護士

等の活用を含め市全体として効果的な徴収組織体制構築の必要性を強く感じるところである。 

市税・国保税について時効消滅、滞納処分で多額の不納欠損を計上されており、介護保険、後期高

齢者医療特別会計でも計上されている。債権の適正な不納欠損を行うことも重要であり、滞納繰越分

を極力出さないよう収納対策を強化されたい。 

また、国、府の補助制度等を活用しての財源確保については、諸施策が講じられており、今後とも

国、府の動向及び制度を良く理解しながら、関係機関と十分な調整を行い、交付金、補助金、寄付金

などの財源確保に努められたい。 

 

③今後の事務事業の執行 

予算執行にあたっては、適正に執行され経費の節減をされていることを評価する。 

本市では人口の増加が続いており、今後も新たな財政需要や扶助費等の義務的経費の増加は避けら

れない状況にある。平成２８年度からは段階的に交付税が減額されていくことから、行財政改革は喫

緊の課題である。平成２５年２月に策定された「第２次木津川市行財政改革大綱」に基づき、各部署

における取り組執行状況の検証を的確に行い強力に推進されたい。 

最後に、今後においても経費の有効活用により最大の効果が上がるよう、法令順守はもちろんのこ

と経費削減と住民サービス向上に努め、持続可能な行政運営の構築に努めていただきたい。 

 


